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Ⅰ 平成１９年度決算の概要



（億円、％）

増減率増減額《連結決算の状況》

前期比
１９年度

＋17.1＋2631,800連結経常費用 （△）

△31

△76

＋187

△8.1348連結当期純利益

△10.5651連結経常利益

＋8.32,451連結経常収益

△21.4△64234法人税等（△）

《静岡銀行単体の状況》

△298.1△23△31特別損益

＋10.9＋2112,135経常収益

△7.6△51617経常利益

△11.2△74586税引前当期純利益

△2.9△11352当期純利益

業務純益

一般貸倒引当金繰入額 （△）

経 費 （△）

＋47.9
＋122.1
△100.0

＋25
＋57
△52

78
103
－

うち不良債権処理額 （△）
うち株式等関係損益
うち退職給付制度改定に伴う収益

△56.0△3427臨時損益

＋6.9＋42653基礎的業務純益 ※

△2.8△17590

＋81.3＋10△2

＋4.9＋36777

＋6.9
△0.6

＋32.2
△355.1
△312.3

＋77
△1
＋7

△53
△49

1,197
177
29

△38
△65

資金利益
役務取引等利益
特定取引利益
その他業務利益
（国債等債券関係損益）

＋2.2＋291,365業務粗利益

※基礎的業務純益＝業務純益＋一般貸倒引当金繰入額－国債等債券関係損益

＋０．０２０．４３総資金利ざや

＋７４１国際業務部門

＋１１２１７０預金等利息

△５１９１有価証券利息配当金

＋０．０５０．６２預貸金利ざや

＋１８５１，１４３うち貸出金利息

＋６９１，１５５国内業務部門

前期比19年度〔資金利益内訳〕

ト ッ プ ラ イ ン 拡 大

２期振り減益 基礎的業務純益 ７期連続増益業務純益

51,862

57,913

54,955

1,243
1,335

559
610

653

1,365

17年度 18年度 19年度

貸出金平残

業務粗利益
基礎的業務純益

（億円）

６期振り減益 当期純利益 ２期振り減益経常利益

４期連続増収 業務粗利益 4期連続増益経常収益

４期連続増収 連結経常利益 ６期振り減益連結経常収益

〔単体〕

基礎的業務純益は過去最高

平成１９年度決算の状況
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グループ会社の状況
グループ会社（連結子会社11社)は、経常収益481億円（前期比 △1億円）、経常利益36億円

（同 △20億円）の減収減益

0.4

481

41

8

36

28

37

5

23

12

60

228

3

経常収益 経常利益

伝票事務・文書振込被仕向事務の
集中化の全店展開完了0.5（＋0.4）為替送信･代金取立等の

集中処理業務等静銀ビジネスクリエイト(株)

｢ALL-Sカード｣会員数32,801件

担保評価業務26,505件

ビジネススタッフの派遣2,245名

貸出金(平残)193億円
有価証券(平残)339億円

預り資産残高3,642億円

｢あいぎん未来創造ﾌｧﾝﾄﾞ｣の投資先
1社が初めて上場

無担保ローン保証残高281億円

有担保住関連ローン保証残高
5,919億円

ＩＳＯ２７００１の認証取得

リース･割賦契約残高699億円

コンサルティング情報受付369件

備 考

1（△1）経営コンサルティング業務静銀経営コンサルティング(株)

15（△2）リース業務静銀リース(株)

4（＋1）コンピューター関連業務
計算受託業務静岡コンピューターサービス(株)

7（△1）信用保証業務静銀信用保証(株)

5（＋1）クレジットカード業務
信用保証業務静銀ディーシーカード(株)

0.8（＋0.1）株式公開支援業務
中小企業再生支援業務静岡キャピタル(株)

12（△6）証券業務静銀ティーエム証券(株)

△10（△11）銀行業務・証券業務欧州静岡銀行

0.4（△0.6）労働者派遣業務等静銀総合サービス(株)

0.6（△0.1）銀行担保不動産の評価･
調査業務等静岡モーゲージサービス(株)

36（△20）合 計 (11社)

クレジットカード業務
信用保証業務

業務内容

△8（-）静銀セゾンカード(株) ※

会社名

※持分法適用関連会社、平成19年4月開業
※経常利益の（ ）内は前期比 3

(億円)



24,375

23,157

21,835

18,744

18,019

17,305

17年度 18年度 19年度

銀行全体 うち静岡県内

・中小企業向け貸出金残高は 24,375億円と
同＋1,218億円増加（年率＋5.3％）

・個人向け貸出金残高は18,162億円と
同＋1,332億円増加（年率＋7.9％）

・中央政府を含む公共向け貸出金残高は1,426億円と
同△131億円減少（年率△8.4％）

51,862

54,955
57,913

35,109
36,853

38,585

9,994
10,462 10,966

27.3%

28.0%

26.5%

17年度 18年度 19年度

銀行全体

うち静岡県内

大企業・中央政府向

※地方公社を含まない （億円）

公共向け
(中央政府を含む)

△131

【増減額内訳（前期比）】 （億円）

＋
２
，
９
５
８

（億円）

大・中堅企業
＋529

個人
＋1,332

中小企業
＋1,218

海外 ＋11

19年度の総貸出金残高（平残）は57,913億円と前

期比＋2,958億円（年率＋5.4％）の増加
＋＋１，７３２１，７３２

＋２，９５８

県内金融機関におけるシェア※（末残）

18,162

16,830

15,499
15,178

14,193

13,130

17年度 18年度 19年度

銀行全体 うち静岡県内
＋1,218

＋＋989855

＋1,332

※全業態シェア

＋＋725725

（億円）

総貸出金残高（平残）の推移

貸出金（平残）の増減内訳 うち中小企業向け貸出金残高（平残）の推移 うち個人向け貸出金残高（平残）の推移

貸出金の状況
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5,989 5,089

4,565
3,237

5,443 8,146

1,875 2,390

4,594 3,132

１９年３月末 ２０年３月末

国債

地方債

社債

株式

その他

有価証券の状況

平成20年3月末の有価証券残高は21,994億円と19年3月末比△472億円の減少

サブプライムローン・モノライン関連エクスポージャーは残高なし

平成20年3月末の株式・債券・投資信託等の有価証券評価損益は＋1,762億円と19年3月末比△1,256億円、う

ち株式評価損益は＋1,770億円と19年3月末比△1,270億円の減少

有価証券利回り（期中平均）は1.83％と前期と同ポイント

※その他には外貨債券や投資信託を含む （億円）

△４７２△４７２

1,770億円3,040億円うち株式

1,762億円3,018億円有価証券評価損益

日経平均株価

3.26年2.60年平均残存期間(円貨)

1.39年1.67年平均残存期間(外貨)

1.83％1.83％利回り(期中平均)

12,525.54円17,287.65円

１９年３月末 ２０年３月末

22,466

〈〈社債社債〉〉
＋２，７０３＋２，７０３

21,994

有価証券残高の推移

利回り・平均残存期間の推移

社債・地方債
598

ﾓｰｹﾞｰｼﾞ債
2,630

【外債】

国際機関債
30

3,259

～～

301フレディマック

2,290ジニーメイ

38ファニーメイ

モーゲージ債の内訳

35債券ｱｰﾋﾞﾄﾗｰｼﾞ

221ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾏｸﾛ

120株式ﾛﾝｸﾞｼｮｰﾄ

オルタナティブの内訳

5

〈〈国債国債〉〉
△△１，４６２１，４６２

【投資信託】

債券型投信
107

株式投信
209

～～

ｵﾙﾀﾅﾃｨﾌﾞ
407

724

030Ａｌｔ－Ａ

041ＣＤＯ

00ＣＭＢＳ

3,4652,921ＲＭＢＳ※

※有価証券以外に買入金銭債権116を保有しています

１９年３月末 ２０年３月末

その他の内訳

証券化商品の内訳



14,51814,622
14 ,213

12,223
12,290

11,772

17年度 18年度 19年度

国内店 静岡県内

19年度の総預金残高（平残）は67,592億円と前
期比＋909億円（年率＋1.4％）の増加

・国内営業店預金残高は65,573億円と同＋997億円増加
（年率＋1.5％）

・静岡県内預金残高は58,343億円と同＋1,069億円増加
（年率＋1.9％）

・個人預金残高は49,250億円と同＋976億円増加
（年率＋2.0％）

・法人預金残高は14,518億円と同△104億円減少
（年率△0.7％）

66,510 66,683
67,592

63,824
64,576

65,573

56,223

57,274
58,343

26.4%

26.6%

26.1%

17年度 18年度 19年度

銀行全体 国内店 静岡県内

（億円）

～～

＋＋９０９９０９

県内金融機関におけるシェア※（末残） ＋＋９９７９９７

＋＋１，０６９１，０６９

なお、譲渡性預金を含む国内営業店預金残高は
69,171億円と同＋2,391億円（年率＋3.6％）の増
加

総預金残高（平残）の推移

うち個人預金残高（平残）の推移 うち法人預金残高（平残）の推移

49,250
48,27447,686

44,90743,82443,095

17年度 18年度 19年度

国内店 静岡県内

（億円） （億円）
＋９７６

＋＋１，０８３１，０８３

△１０４

△６７△６７

【増減額内訳（前期比）】 （億円）

預金（平残）増減額の内訳

＋
９
０
９海外

△１０

預金の状況

オフショア
△７６ 金融･公金

＋１２３

個人
＋９７６

法人
△１０４ 6

※全業態(ゆうちょ銀行は含まない)



5,400
4,529

4,374

4,121

2,808

2,881

47,438
48,614

49,3756

12
266

338

299168
218

252

3,645

2,640

2,068

18年3月末 19年3月末 20年3月末

（億円）

公共 債

投資信託

外貨預金

１
１
，
８
４
３
億
円

１
１
，
４
６
６
億
円

１
０
，
６
９
８
億
円

＋３３７＋３３７

譲渡性預金

60,080

61,230

20年3月末の静銀ﾃｨｰｴﾑ証券㈱を含む個人預り資産残高は61,230億円（19年3月末比 ＋1,150億円）、

うち円貨預金および譲渡性預金を除く個人預り資産残高は11,843億円（同 ＋377億円）

投資信託は、市場環境の悪化により販売額が伸び悩み

保険窓販は、引き続き、高収益の変額年金を中心に高水準を維持（19年度下期 地銀販売額第1位）

静銀ﾃｨｰｴﾑ
証券

+73

個人年金保
険

+476

1,151

1,201
1,220

1,171

17年度 18年度 19年度 20年度（計画）

（億円）

（億円）

1,079

1,477

1,193

1,555

47

29

27

35

17年度 18年度 19年度 20年度（計画）

銀行

静銀ﾃｨｰｴﾑ証券

1,114

1,504

1,222

個人預り資産（末残）の推移 投資信託窓販額の推移

＋１，１５０＋１，１５０

58,142

保険窓販額の推移

預り資産の状況

1,602

△２８２△２８２

△１９△１９

7

円貨預金

+761

※個人年金保険は残存する契約の残高



手数料収益

25

35 33

48
52

42

57
52

17年度 18年度 19年度 20年度計画

37 47

193
200 206 200

30 41

247243241
223

16.1%
17.1%

17.5%17.5%

17年度 18年度 19年度 20年度計画

銀行

静銀ﾃｨｰｴﾑ証券

手数料収入は、保険窓販の手数料収入等により順調に増加

手数料費用は、ローン生命保険料を中心に増加

（億円） （億円）

＋６億円７９億円手 数 料 費 用

ロ ー ン 生 命 保 険 料 ＋２億円２９億円

＋３億円８８億円受 入 雑 手 数 料

代 理 事 務 手 数 料
(保険窓販手数料など )

＋４億円６４億円

＋１２億円２８５億円手 数 料 収 入

１９年度 前期比〔単体〕

投資信託（静銀ﾃｨｰｴﾑ証券を含む）

保 険
手数料収益比率

（静銀ﾃｨｰｴﾑ証券を含む）

手数料収益（銀行・静銀ティーエム証券） 投資信託・保険窓販の手数料収益

手数料収入・費用

8



90

17 21
40

75

34
(22)

47

0.18

0.04

0.09

0.07

0.13

0.05

0.03

14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度（見込）

与信費用比率

与信費用

与信費用：１９年度 ７５億円（前期比＋３５億円）

・債務者区分の変更等１３９億円
・地価下落 １０億円
・格上、回収等による

個別引当金取崩 △９２億円
合計 ５７億円

一般貸倒引当金繰入額 △ ２億円（前年同期比 ＋１０億円）

不良債権処理額 ７８億円（ 〃 ＋２５億円）

（うち個別貸倒引当金純繰入額 ５７億円）

（億円） （％）

与信費用・与信費用比率の推移

9

■
（0.04）

※与信費用＝ 不良債権処理額 ＋ 一般貸倒引当金繰入額 －貸倒引当金取崩額 与信費用比率＝与信費用÷貸出金平残
19年度の不良債権処理額には、その他の偶発損失引当金繰入額を含む
17年度の（ ）は、貸倒実績率の算定期間変更による特殊要因を控除した場合



２，４９９

△８６４

（△５７１）

＋５５９

１６年度

２，１９４

△８６１

（△６９０）

＋５５６

１７年度

１，９５５１，９６８リスク管理債権

△７０６

（△６００）

△７１５

（△６０４）

オフバランス化

（うち破綻懸念先以下）

＋６９３＋４８９新規発生

１９年度１８年度

不良債権の状況

27%

73%

延滞なし 延滞

85%

15%9%

91%

延滞なし 延滞

36%

64%

要 管 理 先

開示額 284億円
（カバー率 47.4％）

破 綻 懸 念 先

開示額 1,252億円
（カバー率 89.9％）

実 質 破 綻 先
開示額 327億円

（カバー率 100％）

破綻先債権

延滞債権
（破綻懸念
先・実質破
綻先）

3ヵ月以上
延滞・貸出
条件緩和債
権（要管理
先）

９３億円（4.8％）

（80.7％）

１，５７８億円

２８４億円
（14.5％）

１，９５５億円

20年3月末のリスク管理債権の総額は1,955億円（19年3月末比 △13億円）

リスク管理債権の割合は3.29％（19年3月末比 △0.16ポイント）

～部分直接償却を実施した場合の139億円と、信用保証協会の保証付貸出金の892億円を控除した場合のリスク管理債権
総額は924億円
部分直接償却額を控除した総貸出金に占める割合は1.55％（19年3月末比△0.13ポイント）

カバー率85.90％（19年3月末比 ＋0.19ポイント）

・破綻懸念先以下 △２０億円
・貸出条件緩和債権
３カ月以上延滞債権 ＋７億円

△１３

リスク管理債権の状況（単体ベース）

２０年３月末リスク管理債権の内訳

不良債権のオフバランス化実績

本人弁済・預金相殺１５９億円

担保処分・代位弁済 ２１２億円

格 上 １１４億円

債権売却 １１３億円

直接償却 ２億円

６
０
０
億
円
の

内
訳

不良債権の状況

10

４６１破綻懸念先

１０６実質破綻先・破綻先

１２６要管理先

〔内訳〕 （億円）



金利上昇による収益への影響
平成18年7月および19年2月の政策金利引上げにともない、貸出金利の引上げを着実に実施

円貨貸出金・預金構成の変化（単月比較）

0.84

0.99

1.16
1.24

1.30 1.33 1.33

1.86

2.00 2.02

2.17 2.16 2.15

  

1.06

 2.16

2.05
 

0.7

1.2

1.7

2.2

06/6月 9月 12月 07/3月 6月 9月 12月 08/3月

1.72

1.84 1.87
1.91

2.02 2.04 2.05 2.04

1.49

1.63
1.67

1.73

1.83 1.85 1.86 1.86

2.11

2.20 2.22 2.25

2.36 2.39 2.40 2.39

  

  

  

1.4

1.9

2.4

06/6月 9月 12月 07/3月 6月 9月 12月 08/3月

（％）

法 人

個 人

全 体

（％）

大･中堅企業

中小企業

〔１９年３月〕 〔２０年３月〕 （兆円、％）

２．７

４．０

７．１

１．６

１．５

２．６

４．２

５．８

平残（構成比）

（38.1）

（58.4）

（100.0）

（26.3）

（24.5）

（47.0）

（73.7）

（100.0）

０．２１

０．１６

０．１９

１．８６

１．０１

２．３７

１．９３

１．９１

利回り

（38.7）

（56.3）

（100.0）

（28.2）

（25.3）

（44.8）

（71.8）

（100.0）

定期性預金

流動預金

０．２７６．８預 金

０．１７４．０

２．５２２．６
短ﾌﾟﾗ・新長ﾌﾟﾗ

基準

市場連動

１．９６１．４固定金利

２．６

１．３

４．０

５．５

平残（構成比）

１．２０

０．３９

２．０７

２．０４

利回り

変動金利

貸出金

＋１．７２＋１．７２〔預貸利回り差〕 + 0 . ０ ５

※預金はNCDを含む

＋１．７７＋１．７７

貸出金利（月中平均）の推移

うち企業規模別法人貸出金利の推移
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自己資本比率の状況
平成20年3月末バーゼルⅡによる自己資本比率(速報)は14.70％と、１９年３月末に比べ信用リスク･アセット額
の減少により＋0.15ポイントの上昇

バーゼルⅡでは、信用リスク･アセットの計算方法の精緻化に伴い、格付の高い事業法人向け貸出や住宅ローンな
どの信用リスク・アセット額が大幅に減少

10.25
9.78

11.39

12.63

13.42

12.16

10.69
11.38

13.53 13.64

14.55 14.70

8

10

12

14

16

17年3月末(旧基準） 18年3月末（旧基準） 19年3月末(ﾊﾞｰｾﾞﾙⅡ) 20年3月末(ﾊﾞｰｾﾞﾙⅡ)

9.85 8.45
6.29 5.87

0

10

20

17年3月末 18年3月末 19年3月末 20年3月末

TierⅠに占める税効果相当額
の割合

（％）

（％）

ＢＩＳ自己資本比率

中核自己資本比率※

ＢＩＳ自己資本比率（連結ベース） 自己資本およびリスク・アセット等の推移

１０．１％６，５０１億円６５８億円

アウトライヤー比率TierⅠ＋TierⅡ銀行勘定の金利リスク量

※バーゼルⅡの計算方法は基礎的内部格付手法、粗利益配分手法を採用

旧基準 バーゼルⅡ

アウトライヤー比較（単体ベース）

ＴｉｅｒⅠ比率

12

△０２２０２２０２５９１９０うちマーケット・リスク
相 当 額 に 係 る 額

△３，３１７４４，２３２４７，５４９５２，１９９４６，５９４リ ス ク ・ ア セ ッ ト 等

△３，７２５４０，８９５４４，６２０５１，９４０４６，４０４
う ち 信 用 リ ス ク ・
アセットの額

２，７０９

３６４

５，７８５

６，９１９

19年
3月末

―

４７２

５，５８２

７，１２５

18年
3月末

―

５２３

５，３０３

６，３０８

17年
3月末

〔旧基準〕

△４１５６，５０４自 己 資 本

う ち オ ペ レ ー シ ョ ナ
ル ・ リ ス ク 相 当 額 に
係る額

う ち Ｔ ｉ ｅ ｒ Ⅰ

〔ﾊﾞｰｾﾞﾙⅡ〕

２，８３７

３４９

５，９３８

20年
3月末

１２８

△１５

１５３

19年
3月末比

う ち 税 効 果
相 当 額

（億円）



株主還元の状況

平成19年度１株当たり配当額（年間）13円は地銀最高水準（配当性向25.96％、配当利回り1.10％）

平成19年度には、自己株式を市場買付により10百万株・126億円取得し、全株を消却

平成20年度については、「配当性向25％程度かつ大手地銀最高水準」の配当維持を目指し、市場動向、 業績等
を総合的に勘案して決定する方針のもと、1株当たり配当額（年間）14円を予定

１４．００円（７．００円）１３．００円１３．００円１０．００円８．５０円一株当たり配当額（年間）

０．７８％

１６年度

１．０３％

１８年度

１．１０％

１９年度

―

２０年度予想

０．８４％配当利回り(配当/期末株価)

１７年度

（ ）は中間配当額

２５．３９

２５．３９

３６３

９２

－

９２

１８年度

２，４５８（累計）３５２３１４３５０当期純利益④

６１．８２

２５．９６

２１８

１２６

９１

１９年度

１７．１８

１７．１８

６０

－

６０

１６年度

２２．５７

２２．５７

７１

－

７１

１７年度

６０１（累計）年間配当額①

９４１（累計）自己株式取得額②

１，５４２（累計）株主還元額③＝①＋②

２４．４４（平均）配当性向①/④×100

６２．７３（平均）株主還元率③/④×100

10～19年度
（10年間）

（単位：億円、％）

配当額の推移

株主への利益配分の状況
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Ⅱ 第9次中期経営計画の総括



収益モデルの構築①

グループの目標指標

56.7％55.0％58.3％55％程度連結ＯＨＲ

10％程度

―

0.4％以上

6.5％以上

350億円以上

620億円以上

600億円以上

当初目標

10.69％

56.3％

0.39％

5.92％

331億円

559億円

582億円

１７年度

コア連結ＯＨＲ(債券関係損益除き連結業務粗利益)

連結ＲＯＡ(当期純利益)
連結ＲＯＥ(当期純利益/TierⅠ) 5.85％6.42％効

率
性
指
標

0.39％0.43％

53.9％54.4％

348億円３７８億円連結当期純利益

10.86％

610億円

727億円

１８年度

10.87％

653億円

651億円

１９年度

単体の基礎的業務純益

連結経常利益収
益
目
標

連結TierⅠＢＩＳ自己資本比率(旧基準)

14

1,283 1,248
1,190 1,233 1,243

1,335 1,365

559 610 653

1,665

519483481462

815

13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

（億円）

第8次中計 第9次中計 第10次中計

業務粗利益

基礎的業務純益



収益モデルの構築②

法人部門

＋29514,51814,62214,21314,223法人預金平残

26.0

－

108

1,927

19,464

30,774

16年度

26.5

－

92

1,690

20,422

32,308

17年度

＋535313「ﾋﾞｼﾞﾈｽﾊﾟｽﾎﾟｰﾄ」累計販売額

＋2.028.027.3(静岡県内貸出金シェア)

＋787895562ﾋﾞｼﾞﾈｽｽﾃｰｼｮﾝ貸出残高

＋8,64010,5677,914ﾋﾞｼﾞﾈｽｽﾃｰｼｮﾝ管理先数

21,790

34,257

18年度

＋5,24236,016法人貸出金平残

うち中小企業貸出平残 23,024

19年度

＋3,560

3年間増減（億円、％）

個人部門

＋263263165－－「ﾈｸｽﾄﾜﾝ」累計販売額(極度額)

＋1,95449,25048,27447,68647,296個人預金平残

－

1,084

451

－

7,511

14,440

16年度

－

1,171

1,114

－

8,305

15,499

17年度

※ 3,5921,2011,220個人年金保険販売額

＋2,1499,6608,947住宅ローン末残

＋535336「ｱｯﾌﾟｸﾞﾚｰﾄﾞ」累計販売額(極度額)

※ 3,8401,2221,504投資信託（静銀ﾃｨｰｴﾑ証券を含む）販売額

193,964193,964120,632ｊｏｙｃａ累計会員数

16,830

18年度

＋3,72018,162個人貸出金平残

19年度 3年間増減（億円、件）

15

※17～19年度の販売累計額



地域密着型金融への取組み
取引先の事業拡大に資するビジネスマッチングに取組み、次世代経営者塾「Shizuginship」をスタート

地域経済に与える影響が高い企業を中心に各種再生手法を活用し、迅速かつ円滑な事業再生を支援

次世代経営者塾「Shizuginship」

599
708

822

17年度 18年度 19年度

（件）

ビジネスマッチングの成約実績推移

事業再生への取組み

６再生型バルクセール

１５静岡県再生支援協議会

１３事業譲渡・M&A

５１全体 (件)

静岡中小企業支援ﾌｧﾝﾄﾞ｢ﾊﾟｰﾄﾅｰ｣・｢ｽｸﾗﾑ｣

７

１０

3年間合計

その他

〔事業再生に活用した手法〕

14

18 19

17年度 18年度 19年度

会員数（20年3月末）
725社、1,111名

セミナー・視察会への参加
（19年度中）

のべ2,517名

16

（件）

〔主な商談会〕
しずぎん＠ｇｒｉｃｏｍ
東京ﾋﾞｼﾞﾈｽｻﾐｯﾄ「静岡夢街道」
中国ﾋﾞｼﾞﾈｽﾏｯﾁﾝｸﾞ商談会

ほ か

〔事業再生取組み件数〕



経営インフラの構築
新営業店システムの全店展開の完了により、バック業務担当者をフロント業務へ再配置

預金事務集中化の推進、業務集中部署の活用によるフロント特化型店舗の構築を進める

業務集中部署の展開ＩＴシステムの整備

フロント人員増加への取組み

営業支援システム（S-prit）の稼動

新営業店システムの全店展開

次期融資支援システム（S-navi）の導入
（20年8月全店稼動予定）

ビジネスステーション 7拠点

融資業務センター 3拠点

債権管理センター 1拠点

＋２２２４８１２５９窓口

＋４０２，１６０２，１２０フロント・窓口

＋３２９１，２５５９２６バック

＋５５１１，７３６１，１８５ｸﾘｴｲﾄﾊﾟｰﾄﾅｰ･ﾋﾞｼﾞﾈｽｽﾀｯﾌ

△２７２２１３４８５バック

△２３２２，３７３２，６０５行 員

増減20年3月17年3月〔営業店の人員〕

ﾌﾛﾝﾄ業務へ
ｼﾌﾄ

17

３３６億円経 費

２３６億円投 資 額

〔システム費用(17～19年累計)〕



静岡銀行の高い信頼性
バーゼルⅡの適用開始に合わせ、リスク管理体制を整備

Ｓ＆Ｐ社による長期格付「ＡＡ-」に格上げ（平成19年12月）、邦銀では最高水準

外部格付

広島、福岡

Ａ３

ムーディーズ社

北陸ＢＢＢ＋

あおぞら、
新生

群馬、りそなＡ‐

横浜、千葉、常陽、肥後、
中央三井信託

中国Ａ

住友信託

農林中金、信金中央金庫、
三菱東京UFJ、三菱UFJ信託、
みずほ、みずほｺｰﾎﾟﾚｰﾄ、
みずほ信託、三井住友

Ａ＋

静岡ＡＡ‐

Ｂａａ１Ａ２Ａ１Ａａ３Ａａ２

Ｓ
＆
Ｐ

18

〔長期格付〕

リスク管理体制の高度化

｢統合的リスク管理｣をリスク管理の基本方針として明確化

自己資本比率の算出方法として、信用リスクは基礎的内部格付手法、オペレーショナルリスクは粗利益配分手法を
採用



Ⅲ 平成20年度の取組み



第10次中期経営計画初年度の経営目標

連 結 Ｒ Ｏ Ｅ
（当期純利益／ T i e r Ⅰ）
連 結 Ｒ Ｏ Ｅ
（当期純利益／ T i e r Ⅰ）

連 結 Ｒ Ｏ Ａ
（ 当 期 純 利 益 ）
連 結 Ｒ Ｏ Ａ
（ 当 期 純 利 益 ）

連 結 Ｏ Ｈ Ｒ連 結 Ｏ Ｈ Ｒ

効
率
性
指
標

連 結 Ｂ Ｉ Ｓ 自 己 資 本 比 率

（ T i e r Ⅰ 比 率 ）

連 結 Ｂ Ｉ Ｓ 自 己 資 本 比 率

（ T i e r Ⅰ 比 率 ）

健
全
性
指
標

連 結 経 常 利 益連 結 経 常 利 益

単 体 の 基 礎 的 業 務 純 益単 体 の 基 礎 的 業 務 純 益

収
益
目
標

連 結 当 期 純 利 益連 結 当 期 純 利 益

20年度計画20年度計画 22年度計画22年度計画

6.5％以上6.5％以上

0.47％以上0.47％以上

55％程度55％程度

7％台7％台

0.5％以上0.5％以上

50％程度50％程度

13.0％程度13.0％程度 12％程度12％程度

715億円
（公表690億円）

715億円
（公表690億円） ８50億円以上８50億円以上

800億円以上800億円以上

500億円以上500億円以上
409億円

（公表400億円）
409億円

（公表400億円）

グループの目標指標

670億円670億円
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法人部門の取組み

235 238

252

286

338337

320

1.851.861.83

1.68

1.52
1.49

1.52

17年度上期 17年度下期 18年度上期 18年度下期 19年度上期 19年度下期 20年度上期

利息

レート

（億円、％）

25.5
26.5 27.3

24.7 24.5 24.4 24.2 23.9

28.0
26.0

9.29.49.810.010.3

16年3月末 17年3月末 18年3月末 19年3月末 20年3月末

信用金庫

静 岡 銀行

お取引先のライフサイクルに応じた経営課題やニーズを発掘し、高付加価値のソリューションを提供する

「Shizuginship」を通じ、お取引先の後継者育成に有効な永続的かつ高品質なサービスを提供する

法人部門の円貨貸出金利息およびレートの推移

静岡県内貸出金シェアの推移

・円貨貸出金平残増加＋１，３８４億円

・利息増加＋２０億円

・手数料収益獲得３２億円

20

〔20年度計画〕

（％）

ﾒ ｶ ﾞ ﾊ ﾞ ﾝ ｸ

(計画)

＋５１＋５１

＋１８＋１８

46億ドル48億ドル
(当初計画44億ドル)

外為取引(経常取扱高)の強化

〔20年度計画〕〔19年度実績〕〔主な取組み〕

新規貸出先の獲得額

(東京､名古屋､大阪を除く)
1,200億円1,022億円

1,000件822件ﾋﾞｼﾞﾈｽﾏｯﾁﾝｸﾞ件数

＋1,006億円＋1,234億円
(当初計画1,027億円)

中小企業貸出の平残増加

△104億円

28億円 23億円対顧デリバティブ手数料獲得

＋196億円
法人円貨預金の積上げ

（平残増加）



2.6

1.7

△ 5.5

3.7

7.6

2.9

△ 19.4

4.7

-20.0

-15.0

-10.0

-5.0

0.0

5.0

10.0

16年度 17年度 18年度 19年度

静岡県

全国

個人部門の取組み

個人部門は、住宅ローンを中心とした消費者ローンの積上げにより収益向上をはかる

富裕層とのリレーション強化を通じ収益拡大を目指す

個人部門の円貨貸出金利息およびレートの推移

新設住宅着工戸数の推移

・円貨貸出金平残増加＋１，０９８億円

・利息増加＋２１億円

・預り資産販売による収益７３億円
184 184

190

206

227

238
242

2.21

2.14 2.13

2.23

2.36
2.39

2.36

17年度上期 17年度下期 18年度上期 18年度下期 19年度上期 19年度下期 20年度上期

利息
レート

（億円、％）

＋３２＋３２

＋１５＋１５

（％） （前年度比）
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〔20年度計画〕

※２０年度上期計画

(計画)

250億円（※）776億円セカンドライフ応援定期預金

＋100,000件193,964件ｊｏｙｃａ累計会員数

＋1,355億円＋997億円個人円貨預金の積上げ(平残増加)

1,150億円1,201億円個人年金保険販売額

〔20年度計画〕〔19年度実績〕〔主な取組み〕

グループの株式投信販売額

消費者ﾛｰﾝの積上げ（末残増加）

1,602億円1,188億円

1,602億円

＋1,391億円

1,650億円住宅ローンの獲得

＋1,156億円



経費および投資・人員計画

平成２０年度経費は、営業店の生産性向上のための業務効率化、および業務推進施策の展開により増加を見込む

ＯＨＲは５５％を目安として適切にコントロールしていく

335 326 325 331

357 374
440407

40 41 45
45732 741

777
816

58.9%
55.5%

56.9%

54.9%

17年度 18年度 19年度 20年度（計画）

税金
物件費
人件費
ＯＨＲ

システム関連 ＋15億円
店舗関連 ＋ 4億円
事務委託費 ＋ 8億円

１９２

２，８８１

３，０７３

19年3月末

３，１９０３，１４９３，０３８３，１２０銀行全体

２，７８０２，８５１２，９５３３，０７７うち行 員

４１０

21年3月末
計画

２９８

20年3月末

８５

18年3月末

４３

17年3月末

ｸﾘｴｲﾄﾊﾟｰﾄﾅｰ

（人）

（億円）

+３３

〔 経 費 〕

９１８７２３４１２３店 舗 関 連

１６０３２３１５０９４７９合 計

１３９３３６１２４１０９１０３シ ス テ ム 関 連

１２７

19年度

５３

18年度
〔主な投資額〕

６９２３６５６
シ ス テ ム
関 連

20年度計画
17～19年度
（3年間累計）

17年度

（億円）

経費およびＯＨＲの推移 投資額の推移

人員の推移
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※キャッシュアウトベース



平成20年度の業績予想

与信費用 （△）

当期純利益

経常利益

株式等関係損益

不良債権処理額 （△）

基礎的業務純益

業務純益

一般貸倒引当金繰入額（△）

経 費 （△）

業務粗利益

経常収益

【銀行単体】

７５

３５２

６１７

１０３

７８

６５３

５９０

△２

７７７

１，３６５

２，１３５

１９年度
実績

＋３９８１６

△４１

＋３８

＋３３

△８８

△２４

＋１７

＋１００

△１８

＋１２１

△１３５

前年度比

３９０

３４

５４

６７０

２，０００

６５０

１５

６９０

△２０

１，４８６

２０年度
予想

過去最高益

３４８

６５１

２，４５１

１９年度
実績

＋５２４００連結当期純利益

＋３９

△１２１

前年度比

２，３３０連結経常収益

６９０連結経常利益

２０年度
予想【連結】

（億円）

55.0
56.7

55.0

58.3

17年度 18年度 19年度 20年度（計画）

（％）

559

610

653
670

17年度 18年度 19年度 20年度（計画）

（億円）

基礎的業務純益推移

連結ＯＨＲ推移
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静岡県経済の強み（１）静岡県経済の強み（１）

〈経済規模〉静岡県経済は「３％、１０位の経済圏」と称せられ、多くの経済指標が全国シェアで３％、都道府県別で１０位前後に集中しており、全国的にも
高水準の経済力である

〈健全性〉静岡県内の企業倒産率は低水準にあり、健全で体力のある企業が多い。また、地公体の財政も全国的にみて健全である

２．７０％２．３７％２．３８％２．７４％〃 （全 国）

３位１０位７位１２位〃 （低い方から順位）

－６９．６６５．３６３．７財務力指数 （静岡県）

－４６．４４２．８４１．１〃 （全 国）

－－６位５位〃 （順 位）

１．８３％１．８７％１．５７％１．７６％信用保証協会代位弁済率（静岡県）

７位２１位※８位７位〃 （低い方から順位）

０．３１７％０．２８５％※０．２５２％０．４１９％〃 （全 国）

０．２３０％０．２５４％※０．１６９％０．３２０％企業倒産率 （静岡県）

平成１９年度平成１８年度平成１７年度平成１６年度

注）企業倒産率は暦年ベース、それ以外は年度ベース ※平成17年4月より、任意整理を除外した法的整理のみを対象としている

注）年度ベース ※速報値

※３位

※３，１４６，１９３

※１８１，８８２

－

５，１１８，７７０

－

平成１８年度

２，９５８，００３２，８４４，７２１国内製造品出荷額

１０位１０位県内総生産の順位

１７３，２２７１６６，９９８県内製造品出荷額 （億円）

３位３位県内製造品出荷額の順位

５，０３８，４４７４，９８４，９０６国内総生産

１６４，１５０１５９，８０５県内総生産 （億円）

平成１７年度平成１６年度
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〈成長性〉静岡県はニュービジネスに取り組む企業も多く新しい産業が生まれている

〈地域の雇用・企業収益〉

－－３３５３３３〃 （全 国）

－－６位１５位〃 （順 位）

△３．２％１２．２％△０．５％＋１５．４％企業収益（前年比）（静岡県）

△１．６％１０．１％＋１２．３％＋２０．３％〃 （全 国）

－－３３３３２６月平均賃金 （静岡県） （千円）

１．０４倍１．０６倍０．９５倍０．８３倍〃 （全 国）

１．２１倍１．２５倍１．１４倍１．０４倍有効求人倍率 （静岡県）

平成１９年度平成１８年度平成１７年度平成１６年度

静岡県経済の強み（２）静岡県経済の強み（２）

注）有効求人倍率については年度末月ベース、月平均賃金は暦年ベース、それ以外は年度ベース

※１ 旧中小企業創造法に基づく認定企業
※２ 中小企業新事業活動促進法に基づく承認・認定企業

注）工場立地件数は暦年ベース、それ以外は年度ベース

１０５６新連携認定企業数（※２） （静岡県）

１４２１５８１６２〃 （全 国）

１２４１０２８５８１工場立地件数（静岡県）

１，７９１１，７８２１，５４４１，３０２〃 （全 国）

１位３位３位１位〃 （順 位）

２６２２３３１９４１７４経営革新計画承認企業数（※２） （静岡県）

４，７３６５，２５８４，４２１４，３２２〃 （全 国）

５位７位７位７位〃 （順 位）

５位〃 （順 位）

２１研究開発事業計画認定企業数（※１） （静岡県）

平成１９年度平成１８年度平成１７年度平成１６年度
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本資料には、将来の業績に関わる記述が含まれています。こうした記述は、将来の業績を保証

するものではなく、リスクや不確実性を内包するものです。

将来の業績は、経営環境の変化などにより、目標対比異なる可能性があることにご留意ください。


